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1.  はじめに 

 

近年，自動車関連税制の見直しや石油の高騰に伴い，

世帯の自動車保有・利用行動を取り巻く状況は大きく変

化しつつある．一方，環境問題が大きな社会的関心事と

なり，二酸化炭素の大きな排出源となっている自動車に

対しても，排出ガス規制の強化等様々な対策が講じられ

ている．このような状況下，石油価格の高騰や自動車関

連税制の変更，低公害車普及のためのグリーン税制等の

各種政策の実施による保有費用，走行費用の変化が世帯

の自動車保有・利用行動に及ぼす影響について明らかに

なっているとは言い難い．  

世帯の自動車保有・利用行動に関する研究はこれまで

活発になされてきた．一般に，世帯の自動車保有・利用

行動は「購入段階」，「利用段階（走行段階）」と「保

有段階」の 3 段階に分けることができる．この中でも特

に，自動車の買い替えや追加購入，台数削減を取り扱う

世帯の自動車保有行動は，各種政策の効果を測る上で重

要な要素となる1)． 

世帯の自動車保有行動を記述するために，自動車を購

入してから廃棄するまでの保有期間を目的変数とした生

存期間モデルが用いられてきた．このようなモデリング

手法は，自動車保有行動の変化は保有期間で決まること

を仮定することになり，どのように自動車を利用してい

るかという利用行動，すなわち走行距離はその説明変数

にすぎない．一般に，保有期間モデルにおける走行距離

の増加は，保有期間を短くするように影響を及ぼすため，

石油価格の高騰は保有期間を長くするように作用する 2)．

このように，自動車保有行動を保有期間のみで説明する

と石油価格の高騰などによる利用行動の変化が自動車保

有行動に及ぼす影響を限定的にしか捉える事が出来ない． 

保有費用や走行費用の変化が世帯の自動車保有行動に

及ぼす影響を把握するためには，保有期間だけでなく利

用行動を考慮した自動車保有行動メカニズムの解明が必

要となる． 

本研究では自動車の保有期間と利用行動が世帯の自動

車保有行動に影響を及ぼすという仮定の下，それらの相

互依存性を考慮した自動車保有行動モデルを構築するこ

とを目的とする(図 1)．具体的には，保有期間と総走行

距離のそれぞれに対して，多様な確率分布の仮定を許容

する生存時間モデルを適用し，それら 2 変量間の非線形

な相互依存性を考慮した多変量生存時間モデルによる自

動車保有行動モデルの開発を行う． 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図1 モデルの枠組み 

 
 
２． 保有期間と走行距離の同時決定モデル 
 
2.1 同時決定モデルの定式化 

生存時間モデルでは，対象とする事象が生起するまで

の時間の分布を生存関数，およびハザード関数で表す． 

生存関数F は対象とする事象がある時間 x において

まだ生起していない確率を表す関数，ハザード関数

は)(xh x までに生起していないという条件下で次の瞬

間に事象が生起するという条件付き確率である． 
生存関数とハザード関数は，分布関数F と確率密度関

数 により次のように表される．  f
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このとき，対数尤度関数は次式で与えられる． 
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(5) 本研究では，式(1)，式(2)を拡張し，対象とする事象

が保有を終了するまでの保有期間 X と総走行距離 Y の 2
変量 となった場合を考える．ある保有期間),( YX x と，

ある総走行距離 において自動車保有が終了していない

確率を表す同時生存関数を

y
H ， x と の同時分布関数

を

y
H ，単変量生存関数をそれぞれ ),−∞

 

上式で最尤推定を行うということは，コピュラのパラ

メータ(= xHF ，

),(H −∞
α の推定と周辺分布関数の確率密度関数のパラ

メータyG = とする． 
このとき， x と に関する同時生存関数をy H はコピ

ュラ 3)を用いることにより次式により定式化される． C
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本研究では式(3)を用いて，保有期間と走行距離の相互

依存性を考慮した自動車保有行動モデルの推定を行う． 
なお，共変量の導入方法としては，共変量により生存

時間の時間軸が伸び縮みする形で生存時間に影響を与え

ると仮定する加速故障モデルを採用し，生存関数の確率

分布には，それぞれワイブル分布を採用することとする． 
コピュラはその定義式により様々な変量間の依存構造

を表現することが可能である．コピュラの代表例として

は，変量間の相関構造を行列で表現する正規コピュラ，

変量間の相関構造を 1 種類のパラメータで表現するクレ

イトン・コピュラ，ガンベル・コピュラ，フランク・コ

ピュラ 4)がある．これら 4 種類のコピュラは，分布の裾

での変量間の依存関係が異なる．本研究では，それぞれ

のコピュラについてモデル推定を行い，最も当てはまり

のよりコピュラを実証的に明らかにする． 
 

2.2 モデル推定方法 

x，yの2個の変量に対し，各変量はN個の説明変数

を持つとする．x，yについての第 j番目の説明変数を

， として表す．それぞれの周辺分布関数を ，jx

j

jy jβ
γ をパラメータとする );( jjxF β ， );( jjyG γ とする．

さらに，コピュラの密度関数を式(4)に示すようにα を

パラメータとして ));(),(( αyGxFc とする． 
 

jβ ， jγ を同時に行うことを意味する 5)． 
 
３. 使用データの概要 

 
 本研究では 2006 年 10 月に実施した世帯アンケート調

査のデータを用いる．当該調査は，インターネットを利

用した Web 調査方式で行われた．対象世帯は中国地方

の 5 県に居住している世帯で，500 世帯から回答を得た．

調査では世帯構成員の個人属性，世帯属性，過去 10 年

間の世帯属性の変化，過去 10 年間に保有していた保有

自動車特性等について質問をした． 
ここでは，全サンプル500 世帯のうち記入ミスと考え

られる外れ値を除いた世帯415 世帯を対象に，保有期間

と廃車・売却時の走行距離が観測されている過去 10 年

間で保有された 496 台の自動車を対象に提案モデルの実

証分析を行う． 
 
４．モデル推定結果 
 
4.1 コピュラの選択 

本研究では，変量間の依存構造を表現するため，有用

性が高く，異なる依存構造を表す 4 つのコピュラを仮定

する：（1）正規コピュラ，2)クレイトン・コピュラ，3)
ガンベル・コピュラ，4)フランク・コピュラ）．なお，

正規コピュラは，一般的に用いられている多変量正規分

布と同じ依存構造を有する． 
それぞれのコピュラを仮定した場合の最終対数尤度を

表 1 に示す．表 1 より，フランク・コピュラを仮定した

場合の最終対数尤度が最も高くなることが分かる．次い

で最終対数尤度が高いのは，正規コピュラ，ガンベル・

コピュラであり，クレイトン・コピュラの最終対数尤度

が最も低い．以上の結果より，フランク・コピュラを仮

定した場合，モデル適合度が最も高くなると結論付ける

ことができる．しかし，本研究では小規模アンケート調

査結果を用いた分析のため，フランク・コピュラを仮定



することの一般性については，今後さらに検証を重ねる

必要がある． 
 

表 1 最終対数尤度の比較 

コピュラ 最終対数尤度 
正規コピュラ -1169.732 

クレイトン・コピュラ -1173.618 
ガンベル・コピュラ -1185.422 
フランク・コピュラ -1151.76 

 
 
4.2 モデル推定結果 

 最終対数尤度が最も高いフランク・コピュラを仮定し

たときのモデル推定結果を表 2 に示す．なお，パラメー

タの符号は他のコピュラを仮定したときも全て一致して

いる．パラメータ値の含意は，正で絶対値が大きくなる

ほど保有期間，あるいは廃車・売却に至るまでの総走行

距離は長くなり，負で絶対値が大きくなるほど短くなる

傾向を示す． 
 基準ハザード関数のワイブル分布の形状を表すパラメ

ータ推定結果は，保有期間，総走行距離でともに形状パ

ラメータが 1 以上で有意となっていることから，それぞ

れについて正の時間依存性を持つことが統計的に示され

た．これは保有期間および総走行距離が長くなるほど自

動車の保有が終了する確率が高くなることを意味する． 
車両属性に関するパラメータ推定結果に着目すると，

保有期間では購入時の車齢が，総走行距離では購入時の

走行距離がそれぞれ有意で負の値となった．これは中古

車ほど早い段階で廃車・売却される確率が高くなること

を意味しており，論理的に妥当な結果である． 
政策変数として，自動車関連税制を取り込んでいる．

今回の実証分析に際しては，保有に関する税金として，

取得税，自動車税，重量税の合計値を，利用に関する税

金として燃料税を含めた燃料費として採用している．こ

こで，3 つの性質の異なる保有に関する税金を合計値と

して用いたのは，それらを区別してモデルの説明変数と

して入力したとき，各々のパラメータが統計的に有意と

ならず，また，モデルの現況再現性が低かったためであ

る．政策変数に関するパラメータ推定結果に着目すると，

保有税が保有期間に関するハザード関数で，燃料費が総

走行距離に関するハザード関数でそれぞれ負で有意な値

となった．これは保有に関する税金が高くなると短い期

間で，燃料税やガソリン価格が高くなると短い走行距離

で保有を終了することを意味している．  

 

表 2 モデル推定結果 

  
保有期間 
（年） 

走行距離 
（万 km) 

共変量 推定値 推定値 
メインユーザー属性 
 年齢（歳） 0.007  0.006 
  (1.1)  (0.8) 
 有職者ダミー 0.138  0.166 
  (0.9)  (1.2) 
 通勤目的ダミー -0.451  * -0.174 
  (-2.5)  (-0.9) 
 買い物目的ダミー -0.622  ** -0.659 **
  (-3.0)  (-3.1) 
世帯属性 
 有職者人数 -0.102  -0.171 * 
  (-0.12) (-2.1) 
 自動車保有台数 0.613  ** 0.225 **
  (6.6)  (2.6) 
自動車属性 
 購入時の車齢（年） -0.165  ** 
  (-5.3)  

購入時の走行距離 -0.052 * 
     （万 km） (-2.3) 
 排気量（1/1000cc） 0.293  ** 0.284 + 
  (2.6)  (1.9) 
保有・利用費用 

自動車保有税（円/年） -0.083  ** -0.011 
  (-4.3)  (-0.9) 
 燃料費（円/km） -0.024  -0.028 + 
  (-1.4)  (-1.7) 
世帯イベント 
 免許取得（t-0）注 1) 0.099  
  (0.2)  
 免許取得（t-1） 0.965  + 
  (1.8)  
 免許取得（t-2） -0.255  
  (-0.9)  
 免許取得（t-3） -0.645  * 
  (-2.4)  
尺度パラメータ 0.021  ** 0.140 * 
  (2.8)  (2.6) 
形状パラメータ 2.436  ** 1.440 **
  (24.0)    (22.7)  

コピュラのパラメータ 5.633 
  (12.8) **    

サンプル数 496 
L(c)注 2) -1319.55 
L(β) -1151.76 
**）：1%有意，*）：5%有意，+）：10%有意 
カッコ内の数値はｔ値を示す． 
注 1）:(t-k)は k 年前に世帯イベントが発生したことを表

す 
注 2）:形状パラメータと尺度パラメータ以外のパラメー

タを 0 としたときの対数尤度 



4.3 確率密度と生存確率 

 4.2 節で得られた推定結果より算定される，2 変量確

率密度から保有期間軸，総走行距離軸に射影した確率密

度をそれぞれ図2，図3に示す． 
図 2 より，保有期間と総走行距離の相互依存性を考慮

しない単変量生存時間モデルの結果と比して，相互依存

性を考慮した場合，保有期間の短いところで確率密度が

分布していることがわかる．総走行距離に関しても同様

の傾向が見られる（図 3）．これは保有期間，総走行距

離ともに小さい値の周辺で確率密度が分布しており，さ

らに変量間に正の依存関係があるために，相互依存性を

考慮した場合，それぞれの確率密度の分布が左によった

形になったものと考えられる． 

  

図3 総走行距離に る確率密度分布 関す

 次に，2 変量生存確率を図 4 に，走行距離を固定した

ときの保有期間に関する生存確率を図5 に示す．図 5 よ

り総走行距離の値が大きいとき，はじめは生存関数の分

布は平らで，保有期間が一定の値を超えると減少するこ

とがわかる．これは，自動車利用距離が短い世帯は，主

に保有期間により，自動車利用距離が長い世帯は，総走

行距離（利用行動）で自動車の廃車・売却の意思決定を

行っていることを意味する．  

図4 2変量生存確率  

５．結論 

 
 本研究では，保有期間と総走行距離の相互依存関係を

コピュラにより考慮した自動車保有行動モデルの開発を

行った．実証分析に際し，中国地方を対象に実施したア

ンケート調査結果を使用した結果，コピュラ関数にフラ

ンク・コピュラを仮定したときのモデル精度が最も高い

ことが明らかとなった．また，従来法である単変量生存

時間モデルの推定結果と比べ，総走行距離を考慮するこ

とにより，保有期間の分布は短くなる傾向にあること，

利用行動の違いにより保有期間の分布に大きな差が生じ

ることが明らかとなった．今後はモデル推定結果を用い

て，各種政策が世帯の自動車保有行動に及ぼす影響を把

握するためのシミュレーション分析が必要である． 

 

図5 保有期間に関する生存確率（走行距離は固定） 
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